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1.1基本情報(一般)
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v 世界第18位の拡大な国土に、豊富な天然資源を保有
v 資源価格の下落傾向や中国経済の減速で経済成長は足踏み状態にあったが、IMFの融資（拡
大信用供与措置）などにより、景気は回復傾向へ

国名 モンゴル国（Mongolia）
面積 156.4万㎢（世界18位、日本の4倍）

人口 318万人（2017年末）
名目

GDP
名目GDP：111.4億米ドル（2017年）
1人当たり名目GDP：3,569米ドル
（2017年）

首都 ウランバートル 138万人(2017年末)
言語 モンゴル語

宗教 チベット仏教 53.0％
無宗教 38.6％
その他 8.4％（2010年）

政体 大統領制と議院内閣制併用による

共和制

元首 ハルトマー・バトトルガ大統領

（民主党、2017年7月就任）
首相 オフナー・フレルスフ首相

（人民党、2017年10月就任）
議会 一院制76議席

（第一党：人民党65議席）
任期4年

通貨 トゥグルク（MNT）

（出所）外務省ホームーページ、国家統計局



1.2基本情報(経済成長)
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v 2008年の世界金融危機、2009年の資源価格急落により2009年はマイナス成長だった。
v 2011年の資源バブルの際には17.3%の経済成長を記録し、世界一となった。
v 2015年～2016年の中国経済減速、鉄鋼生産調整により景気は減速。
v 2017年にはIMFの支援を受け、資源価格の回復も追い風になり5.1%成長に回復した。

（出所）国家統計局
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1.3基本情報(貿易)
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v 主な貿易相手国は両隣国である中国、ロシアである。

v 貿易総額の64%を中国に依存している。
v 輸出の8割を中国が占め、輸入の6割を中国とロシアが占める。
v 日本は輸入で第3位の相手国である。

中国
79.4%

英国

11.3%

ロシア

1.1% その他

8.2%

2017年輸出額：62.0億USD
(約6,500億円)

中国
32.9%

ロシア

28.1%

日本

8.4%
米国

4.8%

韓国

4.6%

ドイツ

3.0%

その他

18.3%

2017年輸入額：43.4億USD
(約4,600億円)

（出所）国家統計局

2017年貿易収支：18.7億USD(約1,900億円)の黒字



2.1 概要「特徴」

5

v 2017年5月、IMFによる拡大信用供与措置が承認され、ビジネス環境は改善傾向

v 日・モンゴル経済連携協定（EPA）が発効され、日本企業の参入余地は大きい

1.	市場・投資環境の改善

1) 日本との間でモンゴル初の経済連携協定（EPA）が発効され、今後も両国の戦略的なパートナーシップが強化され
る見込み

2) 進出日系企業数、在留邦人数は増加傾向（1990年から2016年末までに日本企業586社がFDIを申請‒モンゴル国家開
発庁)

3) モンゴルから日本への留学生数は出身国別で世界第12位、人口比では第1位のため、日本語を話せる人材が豊富

2.	豊富な日本企業の参入機会

1) 政府は海外からの投資誘致に積極的な姿勢。資源開発に加え、観光、建設、医療等の幅広い分野の参入機会に注
目高まる

2) 2017年の開港を目指し、日本の円借款事業で建設中の「ウランバートル新国際空港」の運営権を日本企業が取得
する見込み。今後、関連したビジネスチャンスに期待

3) 二国間オフセット・クレジット（JCM）により、2013年以降4件のプロジェクトが登録（2017年6月時点）。日本
の環境技術に期待

〈トピックス1〉IMFによるモンゴル向け拡大信用供与措置の承認

●2017年5月、国際通貨基金（IMF）理事会、モンゴルの経済改革を支援するため、約4億3,430万米ドルの新規3年間の
拡大信用供与（EFF）を承認した。これにより、両国の経済安定化の道筋がつき、景気回復への期待が高まっている。

〈トピックス2〉日・モンゴル経済連携協定の発効

●2016年6月7日、経済上の連携に関する日本とモンゴルとの間の協定（日・モンゴル経済連携協定（EPA））が発効に
至った。

これにより、両国間の貿易及び投資の自由化及び円滑化が推進されるとともに、幅広い分野において互恵的な経済連
携が深化し、両国経済が一般と活性化することが期待される。



2.2 概要「市場・投資環境の改善」

6

v 日本はモンゴルへの最大のODA供与国であり、直接投資も増加傾向
v 経済成長は鉱業に牽引され、政府も海外からの対内投資誘致に積極的

無償支援 円借款 技術協力

1,163.7 1,259.4 497.3

年 2012 2013 2014 2015 2016

日系企業拠点数 219 225 356 363 383

年月 政府の動向

2013年
10月

・外国投資法成立により、鉱山、金融、マスコミ・通

信分野等の戦略的業種に対し、外資系民間企業もモン

ゴル法人と同様に、議会承認なしで投資ができるよう

規制緩和。

・外国投資法に基づき、対内投資誘致を担う

モンゴル投資庁（IMA）を設立し、外資系企業がモン
ゴルに直接投資を行う際の窓口が一本化。

2015年
8月

・資源探査ライセンスの新規発行を全面的に解禁

（出所）外務省ウェブサイト、ジェトロウェブサイト

（ご参考）海外からの対内投資に関する政府の動向

（ご参考）ODA供与額の2015年度までの累計(億円)

（ご参考）日系企業拠点数

（出所）外務省ウェブサイト

（出所）モンゴル銀行
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2.3 概要「豊富な天然資源」
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v 多くの鉱物資源を有しており、石炭、銅、金等の埋蔵量が豊富

v 輸出額の9割以上を鉱物資源が占め、中でも石炭、銅の割合が高い
主要資源 鉱業に牽引される輸出（2017）

資源名 推定埋蔵量
(注)

主要鉱山

銅 1.2憶 〇 オユトルゴイ、
ツァガーンソブラガ、
エルデネト

石炭 1,755億 〇 タワントルゴイ、
シベーオボー、
バガノール、
ナリーンスハイト

蛍石 380万 〇 ボルウンドル

金 2,800 〇 オユトルゴイ、
ボロー

亜鉛 174万 トゥムルテイン・オボー

鉄 14.0憶 トゥムルテイ

石油 24.4憶 ズーンバヤン

オイル
シェール

7,880億 - （出所）国家統計局

（出所）モンゴル投資庁ウェブサイト、モンゴル鉱業省ウェブサイト、国立研究開発法人産業技術総合研究所ウェブサイト

（注）トン、石油のみバレル、〇は世界上位10位以内

鉱物資源・製品

83%

宝石・貴金属
10% その他

7%

石炭

36.6%

銅
26.0%

金
9.6%

原油
6.0%

鉄鉱石

5.1%

亜鉛

2.9% その他

13.9%

鉱物資源・貴金属の内訳



（参考）主要鉱山の位置
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＜タバン・トルゴイ＞

世界最大級の未開発石炭鉱山で、推計埋蔵量は64億トン（内、コークス炭は18億トン）。

モンゴル政府はタバン・トルゴイ採掘サイトを東西二つに分け、一つは国営企業（エルデネス・タバン・トル
ゴイ社）が、もう一つは国際コンソーシアムが開発を進めていたが、2014年に入り、モンゴル政府は石炭価
格の低迷等に鑑み東西を一体化、中国に石炭を輸送する南進鉄道建設を含む形での国際入札手続きを
再開し、日系企業を含むコンソーシアムが優先交渉権を獲得し交渉が行われた。国会審議が必要として
開発は一時凍結したが、結果的にはタバン・トルゴイ炭田から既存のウランバートル鉄道へ繋ぐ東進鉄道
を南進鉄道と同時並行的に建設する方針がとられることになった。

＜オユ・トルゴイ＞

ゴビ砂漠にある銅、金、銀等の

主要鉱山。銅の埋蔵量が3,600

万トン、金の埋蔵量が1,300トン

と世界規模の埋蔵量が見込ま

れており、当鉱山には英豪資

源大手が66％、モンゴル政府

が34％出資している。

2013年7月から生産開始し、年

産生産能力は銅42万トン、金

46万オンス、銀300万オンスと

言われる。第1フェーズは露天

掘りによる開発であったが、

2015年5月には坑内掘りによる

開発（第2フェーズ）に関するモ

ンゴル政府と英豪資源大手間

の契約が締結された他、同年

12月には金融機関も含めた関

係者間で44億米ドルの資金調

達に関する契約も締結された。

2016年半ばに着工、2020年に

生産の開始を予定しており、

2027年の工事終了後は、銅鉱

山として世界第3位の生産量を

見込む。



（参考）日本～モンゴル間の物流
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海上・陸上輸送
ルート1：天津経由

日本各港→天津→二連→ザミンウード→UB

ルート2：ロシア経由
日本各港→ウラジオストク→ウランウデ→スフバートル
→UB

空輸
ルート3:成田-UB直行便

週3～4便

ルート4:ソウル・北京経由
毎日

＜物流環境の改善＞

モンゴルは内陸国であるため、採掘された鉱石の輸

送が課題となっていたが、2010年6月に打ち出された

インフラ建設計画により、物流環境は改善傾向にある。

また、2019年に開港予定の新ウランバートル国際空

港により、空輸のアクセスがさらに改善されることが

期待されている。

（出所）加藤運輸株式会社ホームページ



3. 主要経済指標
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主要経済指標

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

GDP
名目GDP(億米ドル) 72 104 123 126 122 117 112 111

実質GDP成長率(％) 7.3 17.3 12.3 11.6 7.9 2.4 1.2 5.1

1人当たりGDP(米ドル) 2,608 3,736 4,329 4,356 4,169 3,946 3,645 3,569

国際収支指標

経常収支(億米ドル) ▲9 ▲28 ▲34 ▲32 ▲14 ▲6 ▲17 ▲7

経常収支対GDP	比(％) ▲13 ▲27 ▲27 ▲25 ▲12 ▲5 ▲15 ▲6

貿易収支(億米ドル) ▲2 ▲27 ▲30 ▲21 5 9 16 19

輸出 29 41 38 43 58 47 49 62

輸入 31 67 68 64 52 38 34 43

外貨準備高(億米ドル、年末) 21 23 41 22 16 13 13 30

対外債務残高(億米ドル、年末) 71 109 172 198 219 227 246 260*

景気指標

失業率(％、年末) 9.4 7.0 7.9 7.8 7.7 8.3 8.6 7.3

消費者物価上昇率(％) 10.2 7.7 14.0 12.5 11.0 1.9 1.1 6.4

鉱工業生産指数上昇率(％) 47.8 ▲6.9 4.1 10.8 21.3 ▲6.8 14.4 30.1
財政・金融指標政策金利(％、年末) 11.0 12.3 13.3 10.5 12.0 13.0 14.0 11.0

為替・株
為替レート(MNT/USD) 1,356.5 1,265.4 1,359.7 1,526.2 1,818.3 1,970.7 2,147.7 2439.8

MSE･TOP20株価指数(年末) 14,760 19,847 16,839 15,874 14,833 12,279 11,606 22,109

日系企業総数(拠点数、各年10月1日現在) 219 442 219 225 356 363 383 未発表

（出所）モンゴル投資庁ウェブサイト、モンゴル鉱業省ウェブサイト、国立研究開発法人産業技術総合研究所ウェブサイト

（注）*は2017年9月末時点



4.1 進出手続き「外資規制」
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v 許認可法に基づき、許可業種の事業ライセンスは国家専門検査庁または管轄する行政機関・自治体から取得可能

v 一部の規制対象業種を除き、事業買収は可能。外資による土地の買収・所有は不可

禁止•許認可業種

種別 内容

禁止業種
•麻薬の製造、輸入、販売 •カジノ事業
•公序良俗に反する形態での組織、広告、奨励 •利益目的でのマルチ商法、ピラミッド式の販売

許可業種

•銀行業（銀行の設立、銀行業務の実施等） •産業及び貿易（貴金属・貴石・宝石制作、鉱物の利用、酒類・食品の輸入等）
•証券関連事業（引き受け、仲介、売買、証券市場等） •食料及び農業（タバコの製造、種子及び穀物の生産など）
•金融及び経済（保険事業の実施、監査、証券の作成等） •医療・医薬品（薬品及び医療器具の生産・販売、健康ケアのための全サービス等）
•法務・内務（資産評価、事件提起、検事・公証人の職務等） •著作権及び特許（著作権対象物の受託者としての行為等）
•環境（オゾン層破壊物質を含む製品の輸入・販売等） •建設及び地方開発（測量、建設工事、建物の保守等）
•教育・文化・科学（大学、職業順練学校の設立等） •公的事業及びサービス（鉄道、道路の建設、航空事業等）
•エネルギー・燃料（発電、送電、融通規則、配電、提供、売電、ガス・サ
ービス等）

•情報通信技術（通信ネットワークの建設、サービス等）

•社会保障と労働力（労働力の輸出入、政府雇用局の仕事の取り扱い等） •規格及び測定（測定設備の販売、放射能鉱物の監視等）

県・首都知事から事業ライセンスが付与される業種：全交通及び郵便、医療機関による専門サービス、毒性化学物質の製造・破壊・輸入、中等学校の創設、
酒類・食品の販売・サービス

郡・地方政府から事業ライセンスが付与される業種：地元の原料を使い人体に影響を与え、大気に汚染化学物質を放出する事業、地方交通事業、幼稚園の設置

優遇業種

以下の戦略産業に投資した企業に対しては所得税の減税措置や関税の軽減等の様々な優遇措置が定められている。

•農牧業 •電力・ガス製造・公共施設・建設 •健康・体育 •情報通信

•鉱業 •観光 •教育・科学 •軽工業

•モンゴルでは憲法で個人のモンゴル人だけが土地を所有できるとしているため、法人や外国人が土地を所有することはできず、モンゴル人から土地を購入することは法律
上無効となる
•外国人、外国法人は国有地については管轄地域の地方行政政府と、また私有地については所有者のモンゴル人との賃貸契約により、一定期間土地を利用できる。また、区
分所有権の所得も可能である。

（出所）モンゴル国法律「許認可法」（2001年2月1日）、経済産業省ウェブサイト、国際協力機構「モンゴル投資ガイド」



4.2 進出手続き「投資・事業形態(1)」
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v 進出形態は現地法人、駐在員事務所が一般的

v 駐在員事務所の形態をとる場合も、納税義務が発生

現地法人、駐在員事務所の概要

種類 概要

現地法人

・有限責任会社（LLC）、共同株式会社（JSC）、合弁会
社（JVC）の3つが可能。LLCは、株主間の取り決めをする
上で、より柔軟度が高く、開示義務も少ないため、一般

的に好まれる企業投資手段。

・LLCの制限として、発起人数は50人以下とする。設立後
の株主数は無制限。

駐在員事務所

・非居住法人の活動が市場調査や連絡活動に限定される

場合に用いる形態。

・営利目的で商業業務を行うことは禁止。

（ご参考）駐在員事務所の税務上の留意点

項目 JSC(共同株式会社) LLC(有限責任会社)

株式公開の手段 公募または私募 私募のみ

発起人数 無制限 50名まで

設立時の最低資本 1,000万MNT 10万MNT

種類 留意点

駐在員事務所

・駐在員事務所は通常課税対象とならない

・但し、駐在員事務所が雇用する従業員について雇

用者としての税務義務が発生するため、外国人の税

務登録が必要

（出所）国際協力機構「モンゴル投資ガイド」

進出
形態

現地法人

有限責任会社
LLC:Limited Liability	Company

株式会社
JSC:Joint Stock	Company

駐在員事務所

パートナーシップ 外資企業の主な進出形態

その他の進出形態

主な事業形態

（ご参考）会社法による事業形態の定義



4.2 進出手続き「投資・事業形態(2)」
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v 外国企業の現地法人設立の際は、一連の設立申請の手続きが必要

v 外国法人の駐在員事務所の場合も、同様に登録が必要

現地法人の設立

項目 内容

概要

外国投資企業とは、投資家1人当たり（注1）10万米
ドル相当額以上、設立会社の資本の20％以上が外国投
資家からの出資をもって構成されるもので、会社謄本

の登録を行う

基本的な手

順と所要日

数の目安

•知的財産・国家登記庁（GAIPSR）の法人設
立事務所に会社名を提出し、GAIPSRから社名
予約票と銀行口座振替伝票を受領する

1日

•銀行口座を開設し、登録料を支払う 1日

•GAIPSRへ登録書類を提出し、登録証明書を
所得する

2日

•社会保険局にて社会保障番号を登録する 1日

•GAIPSRより会社印鑑要求書を入手し、法務
省に登録されている印鑑メーカーに登録証明

書のコピーを提出し、会社印鑑を入手する

1日

項目 内容

会社登録

に必要な

書類

•申請書
•銀行口座開設通知
•会社所在地の賃貸契約書
•事務所設立に関する株主総会の決議（翻訳したも
の）

•投資者契約書及び定款（モンゴル語及び外国投資者
側の翻訳言語、それぞれ2部作成し公証人役場で認証
を受ける。）

•登録料の支払い伝票
•社名予約票（注3）
•現地法人設立時の賃借対照表
•パスポートのコピー及び投資家登録用紙（個人によ
る設立の場合）

•会社設立証明書のコピーと企業概要（法人による設
立の場合）

（注1）2013年11月1日から有効となった新投資法より、「投資家1人当たり」と改正された （注3）社名予約票は発行から10営業日後に有効期限が切れるため、

社名予約から10日以内にGAIPSRに登録を申請することが推奨される

（出所）モンゴル国法律「許認可法」（2001年2月1日）、モンゴル国法律「外国投資法」（2013年10月）、国際協力機構「モンゴル国投資ガイド」、モンゴル投資庁、

世界銀行「Doing Business 2017」



5. 税制
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主要な税の種類と概要

税 税率 特記事項

法人所得税
10% •30億MNT以下の利益に対して
25% •30億MNTを超えた部分の利益に対して

源泉税

利子

20% •居住者の場合は10%配当

ロイヤリティ

個人所得税 10%
•国籍に関係なく一律税率
•給与所得（役員報酬含む）、投資所得、自営所得及び事業所得、その他所得が対象

付加価値税（VAT） 10%

•モンゴル国内で生産、販売した商品やサービス、またはモンゴルへの輸入に対して10%の付加価値税が課される
•下記項目における連続する12カ月の売上高が5,000万MNTに達した翌月に納税義務者登録を行い、毎月納税する義
務が発生する

•モンゴル国内での役務提供、サービス提供、商品販売
•モンゴルへの役務、サービス、商品輸入
•モンゴルからの役務、サービス、商品輸出
販売目的でのモンゴルからの輸出品に対しては0%とする

関税 原則5%

•モンゴルに輸入した商品に対して一律税率
•但し、以下のような例外がある
優遇業種に投資している外資企業が輸入する機械・設備等は免税対象

家畜、情報機器やその部品、医療機器等は無税

小麦粉、ジャガイモ、玉ねぎ等は、特定期間は季節輸入税を適用

アルコール、ガソリン等に対しては物品税を課す

日・モンゴル経済連携協定（EPA）の締結に
より、日本からモンゴルへの無税輸出の割

合が、発行前は総輸出額の1％未満であった
ものが、発効後即時に約50％、10年間で約
96％まで拡大すると見込まれており、市場
アクセスが改善傾向にある。

税務上の減価償却は定額法で、以下の期間

で計算される。

•建築物80年～10年
•機械・設備15年～4年
•無形資産・耐用年数、不定の場合10年
•コンピュータ、備品、ソフトウェア3年

税金関連の法律は以下等がある。

•税法（2008年5月20日公布）
•法人所得税法（2006年6月29日公布）
•付加価値税法（2006年6月29日公布）
•会計法（2001年12月13日）
•監査法（2015年6月19日）

（出所）国際協力機構「モンゴル投資ガイド」、ジェトロウェブサイト「モンゴルの輸出入通関制度の概要」、EY「2017 Worldwide Corporate Tax Guide」、「2017 

Worldwide VAT,GST and Sales Tax Guide」、EY「2016-2017 Worldwide Personal Tax Guide Income tax, social security and imigration」



6. 労働事情

15

v 急速な発展とともに賃金水準は上昇傾向

賃金水準（月額、2017年第3四半期実績） その他労働事情
項目 内容

労働時間

9時～18時（1時間の昼休みを含む）
但し、公務員の場合は8時～17時
1日8時間、週40時間労働

公休日

1月1日：新年
2月中旬の3日間：モンゴル正月（ツァガーンサル）
3月8日：国際女性の日（International	Women`s	Day）
6月1日：子どもの日
7月11日～13日：ナーダム祭（民族の祭典）
11月前半頃：チンギスハーンの誕生日
11月26日：共和国宣言日
12月29日：独立記念日

関連法

労働者・社会保障問題関連の以下の法律がある。

•労働法
•外国人の法的地位に関する法律
•労働者の海外派遣、海外からの労働者・専門家の受け入れに関する
法律

•雇用創出支援法
•社会保険に関する法律

教育水準

•モンゴルでは、大学卒が比較的多く、社会への女性の参加率が高い。
•人口比留学生の人数が多く、欧米、オーストラリア、日本、韓国、
中国へ留学する学生が多い。

•外国から卒業生が多く帰国しているため、外国語ができる人材は比
較的容易に見つけられる。

（注）日本円への換算は2018年3月15日付モンゴル銀行レート

（1JPY=22.58MNT）を適用。百円未満四捨五入。

*業種により労災保険も追加される。

（出所）モンゴル国法律「労働法」（1995年5月14日）、モンゴル労働省ウェブサイト、

経済開発省外国投資調整登録局（旧FIFTA）・国際協力機構「モンゴル投資ガイド」、

ジェトロウェブサイト、モンゴル統計局

項目 水準賃金

製造業

ワーカー

（一般工）
957,100MNT
(4万2,400円)

エンジニア
（中堅技術者）

1,146,100MNT
(5万800円)

中間管理職
（課長クラス） n.A

非製造業

（従業員

100人以
上）

スタッフ

（一般職）
651,300MNT
(2万8,800円)

マネージャー
（課長クラス）

980,800MNT
(4万3,400円)

店舗スタッフ
（飲食）

704,300MNT
(3万1,200円)

法定最低賃金（2017年1月改定）
240,000MNT
(1万600円)

賞与支給額（年） 賞与の概念はない

社会保障負

担率（雇用

者負担率：

12.5～
14.5%*）

年金
雇用者 9.5%
被雇用者 9.5%

健康保険
雇用者 2.0%
被雇用者 2.0%

雇用保険・
福祉手当

雇用者 1.0%
被雇用者 0.8%



重要事項及びお問合せ先

16

• 本資料は情報の提供のみを目的として作成されたものです。特定の金融商品・サービスあるいは特定の取引・スキー
ムに関する申し出や勧誘を意図したものではなく、また特定の金融商品・サービスあるいは特定の取引・スキームの
提供を目的とするものではありません。

• 本資料は一般に信頼できると思われるデータに基づき作成しておりますが、その信憑性・正確性を保証するものでは
ありません。本資料の利用に関してはお客様ご自身でご判断下さいますようお願い致します。

• 本資料記載の情報は、今後の経済情勢・マーケット動向等の変化により、内容に変化が生じる場合があります。また、
本資料に記載する見解や評価は記載時点でのもので、将来の変動を正確に予想することも困難です。最終的にはお客
様の相場観に基づいてご判断下さいますようお願い致します。なお、本資料に金融商品・サービス等の記載がある場
合、当該金融商品・サービス等はお客様に適切なものであるとは限りません。

• 本資料記載の情報に関する会計・税務・法務面の問題点の有無につきましては、会計士・税理士・弁護士等の専門家
と十分にご相談下さいますようお願い致します。

• 本資料はお客様の参考資料の目的でのみご利用いただきたく、お客様及びお客様担当会計士・税理士・弁護士等の専
門家以外の法人・個人に対して本資料の全部もしくは一部を引用、複写、転送、開示されることはご遠慮いただきま
すようお願い致します。

本資料内容についてのご照会は、以下のお問い合わせ先までお願い致します。

本資料についてのお問合せ先

モンゴル貿易開発銀行

東京駐在員事務所

Tel:	03-4588-3945


